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項  目 内                容 

第１章 総 則 

（適用範囲） 

第 1-1 条 

 

 

 

 

 

令和３年度地域整備方向検討調査渡良瀬川沿岸地域営農・施設整備構想検討業務

の施行にあたっては、農林水産省農村振興局制定「設計業務共通仕様書」(以下「共

通仕様書」という。)によるほか、同仕様書に対する特記及び追加事項は、この特別

仕様書によるものとする。 

（目  的） 

第 1-2 条 

 

 

本業務は、渡良瀬川沿岸地域において、受益面積、営農計画、用水計画調査等を行

い、地区内の水収支を把握するとともに、施設整備構想等の検討を行うことを目的と

する。 

（場  所） 

第 1-3 条 

 

この業務において対象となる位置は、群馬県桐生市他４市４町地内で、別添位置

図に示すとおりである。 

(土地への立入り等) 

第 1-4 条 

 

 

 

作業実施のための土地の立入り等は、共通仕様書第 1-16 条によるが、発注者の許可

無く土地の踏み荒らし、立木伐採等行った場合に対する補償は、受注者の責任におい

て処理するものとする。 

（一般事項） 

第 1-5 条 

 

 

 

 

 

 

 

業務請負契約書及び共通仕様書に示す以外の一般事項は、次のとおりである。 

(1) 作業実施の順序、方法等は監督職員と密接な連絡を取り、作業の円滑な進捗を

図る。 

(2) 作業に従事する技術者は、対象業務に十分な知識と経験を有したものとする。 

(3) 現地調査にあたっては、言動等に十分注意を払い、住民等から無用の不審を招

かないよう十分注意するものとする。 

(4) 受注者は常に業務内容を把握し、業務期間中であっても監督職員が資料の提出

を求めたときは、速やかにこれに応じるものとする。 

(5) 施設内に立ち入る場合は、監督職員及び施設管理者等関係機関との連絡調整を

密接に行い、安全かつ効率的に実施できるよう配慮しなければならない。 

（管理技術者） 

第 1-6 条  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（照査技術者） 

第 1-7 条  

 

 

 

 

 

 

 

管理技術者は､共通仕様書第 1-6 条第 3 項によるものとし､農業土木技術管理士以外

の業務に該当する部門は次のとおりである。 

資  格 技術部門 選択科目 

技術士 総合技術監理 

農業－農業土木 

農業－農業農村工学 

農業－農村地域計画 
農業－農村地域・資源計画 

〃 農  業 

農業土木、農業農村工学 

農村地域計画 

農村地域・資源計画 

博士 
当該業務に該当

する技術部門 
－ 

シビルコンサルティングマネージャー 農業土木 － 

 

(1) 照査技術者は、共通仕様書第 1-7 条第 2項によるものとし、農業土木技術管理士

以外の業務に該当する部門は次のとおりである。 

資  格 技術部門 選択科目 

技術士 総合技術監理 

農業－農業土木 

農業－農業農村工学 

農業－農村地域計画 
農業－農村地域・資源計画 



 

 

項  目 内                容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（担当技術者） 

第 1-8 条 

 

（配置技術者の確認） 

第 1-9 条 

 

 

 

 

 

 

 

 

（保険加入） 

第 1-10 条 

 

 

 

第 2 章 作業条件 

（適用する図書） 

第 2-1 条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〃 農  業 

農業土木、農業農村工学 

農村地域計画 

農村地域・資源計画 

博士 
当該業務に該当

する技術部門 
－ 

シビルコンサルティングマネージャー 農業土木 － 

 

(2) 共通仕様書第 1-7 条第 4項でいう、監督職員が指示する業務の節目とは、次のと

りとする。 

①業務実施計画作成時 

②調査実施段階 

③調査終了後結果とりまとめ段階 

④用水量算定、補足検討段階 

⑤点検とりまとめ段階 

⑥その他、監督職員が指示した場合 

 

(3) 当該業務の中で照査技術者は、管理技術者を兼務することはできない。 

 

 

 

 担当技術者は共通仕様書第 1-8 条によるものとする。 

 

 

共通仕様書第 1-11 条における業務組織計画の作成及び共通仕様書第 1-12 条に基づ

く技術者情報の登録にあたっては、次によるものとする。 

(1) 受注者は、業務計画書の業務組織計画に配置技術者の所属・役職及び担当する

分担業務を明確に記載するものとする。なお、変更業務計画書において、業務組

織計画を変更する際も同様とする。 

(2) 農業農村整備事業測量調査設計業務実績情報サービス（AGRIS）への技術者情

報の登録は、業務計画書の業務組織計画において位置付けられた技術者を登録対

象とし、事前に監督職員の承認を得るものとする。 

 

 

受注者は、共通仕様書第 1-37 条に示されている保険に加入している旨を業務計画

書に明示しなければならない。また、監督職員からの請求があった場合は、保険加入

を証明する書類を提示しなければならない。 

 

 

 

この業務の基本的事項に関しては、次に示す図書によるものとする。他の図書を適

用する場合は、監督職員の承諾を得るものとする。 

番

号 
名    称 発 行 所 制定(改訂)年月 

1 土地改良事業計画設計基準・設計「頭首工」 農林水産省農村振興局 平成 20 年 3 月 

2 土地改良事業設計指針「ため池整備」 農林水産省農村振興局 平成 27 年 2 月 

3 
土地改良事業計画設計基準及び運用・解説 

計画「農業用水（畑）」 
(社)農業農村工学会 平成 27 年５月 

4 
土地改良事業計画設計基準及び運用・解説 

計画「農業用水（排水）」 
(社)農業農村工学会 平成 18 年３月 

5 
土地改良事業計画設計基準及び運用・解説 

計画「ポンプ場」 
農林水産省農村振興局 平成 30 年５月 



 

 

項  目 内                容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（作業条件） 

第 2-2 条 

 

 

 

 

 

 

（貸与資料） 

第 2-3 条  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6 
土地改良事業計画設計基準及び運用・解説 

計画「農業用水（パイプライン）」 
(社)農業農村工学会 平成 21 年３月 

7 
土地改良事業計画設計基準及び運用・解説 

計画「農業用水（水路工）」 
(社)農業農村工学会 平成 26 年３月 

8 
環境との調和に配慮した事業実施のための調

査計画・設計の技術指針 
農林水産省農村振興局 平成 27 年５月 

9 
環境との調和に配慮した事業実施の調査計

画・設計の手引き（１～３） 
(社)農業土木学会 平成 16 年 12 月 

10 
[改訂版] 

新たな土地改良の効果算定マニュアル 
(株)大成出版社 平成 19 年９月 

11 農業水利施設の機能保全の手引き 
食料・農業・農村政策

審議会農業農村振興整

備部会技術小委員会 

平成 27 年 5 月 

12 農業農村整備事業における景観配慮の手引き (社)農業土木学会 平成 19 年６月 

13 農業水利施設の長寿命化のための手引き 農林水産省農村振興局 平成 27 年 11 月 

14 
農業水利施設の機能保全の手引き「パイプラ

イン」 
農林水産省農村振興局 平成 28 年 8 月 

 

 

 

本業務の実施にあたっては、以下の事項に留意して作業を進めるものとする。 

(1) 作業の実施にあたっては、事前に作業方法及び具体的な工法計画立案し、監督

職員及び監督職員が指示する者と十分打合わせを行い、手戻りのないよう留意し

なければならない。 

(2) 本業務において生じた第三者との紛争で受注者の責に帰する事項は、受注者の

責任において処理しなければならない。 

 

 

貸与資料は、次のとおりである。 

貸  与  資  料 数量 

事業誌 渡良瀬川（S59 年 9 月） １式 

渡良瀬川沿岸地区 工事出来形図面 １式 

平成 17 年度 国営造成水利施設保全対策指導事業 

渡良瀬川沿岸邑楽東部幹線水路施設機能診断業務 報告書 
１式 

平成 19 年度 国営造成水利施設保全対策指導事業 

渡良瀬川沿岸地区太田幹線水路施設機能診断業務 報告書 
１式 

平成 21 年度 国営造成水利施設保全対策指導事業 

渡良瀬川沿岸地区施設機能診断業務 報告書 
1 式 

平成 22 年度 国営造成水利施設保全対策指導事業 

渡良瀬川沿岸地区施設機能診断業務 報告書 
１式 

平成 27 年度 国営施設機能保全事業 

渡良瀬川沿岸地区長寿命化計画書作成その他業務 報告書 
1 式 

平成 27 年度 国営施設機能保全事業 

渡良瀬川沿岸地区施設耐震診断業務 報告書 
1 式 

平成 31 年度 地域整備方向検討調査 

渡良瀬川沿岸地域整備構想検討業務 報告書 
1 式 

令和２年度 地域整備方向検討調査 

渡良瀬川沿岸地域営農施設整備構想検討業務 報告書（暫定版） 
1 式 

また、上記以外で必要な資料がある場合は監督職員と協議するものとする。 

 



 

 

項  目 内                容 

（主要施設及び対象

施設） 

第2-4条 

 

 

 

（貸与資料等の取扱

い) 

第 2-5 条  

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3 章 作業内容 

（作業項目及び数量） 

第 3-1 条 

 

 

（作業の留意点） 

第 3-2 条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（技術提案の履行） 

第 3-3 条 

 

 

 

 

 

主要施設の概要は、次のとおりである。 

なお、詳細については別紙１の調査対象施設諸元一覧表による。 

頭首工 3箇所、用水路 51km 

 

 

 

第 2-1 条、第 2-3 条に示す参考図書及び貸与資料の取扱いは次のとおりとする。 

(1) 参考図書及び貸与資料の記載事項で相互に矛盾がある場合、又は解釈に疑義が

生じた場合は、監督職員と協議するものとする。 

(2) 参考図書は、設計作業時点の最新版を用い設計作業中に改訂された場合には、

監督職員と協議するものとする。 

(3) 貸与資料は、原則として初回打合せ時に一括貸与するものとし、監督職員の請

求があった場合のほか、完了検査時に一括返納しなければならない。 

(4) 上記記載資料以外の貸与資料がある場合には、その旨監督職員から指示する。 

 

 

 

本業務における作業項目及び数量は、別紙２【作業項目内訳表】に示すとおりであ

る。 

 

 

業務の実施にあたって、特に留意する点は次のとおりとする。 

(1) 第 2-1 条、第 2-3 条及び共通仕様書に示す参考図書、貸与資料並びに受注者が

所有する資料等を参考にした場合は、その出典を明示するものとする。 

(2) 作業にあたっては、監督職員及び関係機関と連絡調整を密に行い、作業の円滑

な推進に努めることとする。 

（3）現地調査にあたっては、施設に損傷等を与えないよう十分留意して行

うものとし、現地作業において施設損傷等を与えた場合は、受注者の責

任において復旧するものとする。 

（4）この業務に必要な測定器・器具等は、受注者の負担で用意しなければ

ならない。 

（5）現地調査にあたっては、できる限り施設管理者の同行により意見・助

言を受けて実施するものとする。 

（6）現地状況により変更が生じた場合や新たに仮設等が必要になった場合

は監督職員と協議する。 

（7）現地作業を行う場合は、労働安全衛生法等の諸法令を遵守して行うも

のとする。 

（8）立入許可が必要な施設内に立ち入る場合は、事前に監督職員と日程調

整を行うものとする。 

・施設管理者 待矢場両堰土地改良区（太田頭首工） 

・施設管理者 邑楽土地改良区（邑楽頭首工） 

・施設管理者 薮塚台地土地改良区（鹿の川沼調整池、薮塚畑かん水路） 

(9) 電算機を使用する場合は、計算手法及びアウトプット等の様式につい

て事前に監督職員の承諾を得るものとする。 

 

 

技術提案書における技術提案内容については、共通仕様書 1-11 条に示す業務計画

書に反映のうえ作成し、監督職員の承諾を得るものとする。 

また、技術提案内容の履行確認にあたっては、業務完了時までに履行が確認できる



 

 

項  目 内                容 

 

 

第 4 章 打合せ 

（打合せ） 

第 4-1 条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5 章 業務管理（情

報共有システムの業

務について） 

第 5-1 条 

 

 

 

 

 

 

第 6 章 成果物 

（成果物） 

第 6-1 条  

 

 

 

 

 

（成果物の提出先） 

第 6-2 条 

 

 

 

第 7 章 契約変更 

（契約変更） 

第 7-1 条  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料を監督職員に提出するものとする。 

 

 

 

共通仕様書第 1-10 条による打合せについては、主として次の段階で行うものとす

る。また、初回及び最終回の打合せには管理技術者が出席するものとする。 

(1) 打合せ時期 

     初 回 作業着手の段階 

    第２回  中間打合せ 

   第３回  中間打合せ 

第４回  中間打合せ 

   最終回 報告書原稿作成段階 

なお、業務を適正かつ円滑に実施するために、受注者の業務担当は、業務打合せ記

録簿を作成し、上記の打合せの都度、内容について監督職員と相互に確認するものと

する。 

 

(2) 打合せ場所 

関東農政局利根川水系土地改良調査管理事務所 

 

 

 

 

本業務は、受発注者間の情報を電子的に交換・共有することにより業務の効率化を

図る情報共有システムの対象業務である。 

(1) 情報共有システムは、別紙「業務の情報共有システム活用要領」によるものと

する。 

(2) 受注者は、発注者から技術上の問題の把握、利用にあたっての評価を行うため

に聞き取り調査等を求められた場合、これに協力しなければならない。 

 

 

 

成果物を共通仕様書第 1-17 条に基づき作成し、次のものを提出しなければならな

い。 

1. 成果物の電子媒体（CD-R 若しくは DVD－R）正副 2部 

2. 成果物の出力 1 部（電子媒体の出力、市販のファイル綴じで可） 

3．要約版 1 部 

 

 

成果物の提出先は、次のとおりとする。 

千葉県柏市根戸４７１－６５ 

関東農政局利根川水系土地改良調査管理事務所 

 

 

 

業務請負契約書第 17 条から第 20 条に規定する発注者と受注者による協議事項は、

次のとおりとする。 

(1) 第 2-2 条に示す「作業条件」に変更が生じた場合。 

(2) 第 3-1 条に示す「作業項目及び数量」に変更が生じた場合。 

(3) 第 4-1 条に示す「打合せ」に変更が生じた場合。 

(4) 第 6-1 条に示す「成果物」に変更が生じた場合。 

(5) 履行期間の変更が生じた場合。 

(6) 関係機関等対外的協議等により業務計画等に変更が生じた場合。 

(7) その他 

 



 

 

項  目 内                容 

第 8 章 定めなき事項 

（定めなき事項） 

第 8-1 条 

 

 

（再調査） 

第 8-2 条 

 

 

 

この特別仕様書に定めなき事項又はこの業務の実施に当たり疑義が生じた場合

は、必要に応じて監督職員と協議するものとする。 

 

 

調査結果が調査目的に合致せず、その原因が受注者に起因すると認められる場合は

再調査を命ずることがある。 

この場合、変更協議の対象としない。  

 

 

 



（別紙１）

調査対象施設諸元一覧表

構造物の規模 数　量

トンネルタイプ自然取水式

取水口 先端取水ゲート1基 1箇所

取水トンネル 標準馬蹄型2r=1.80 43.5m

バルブ室(管理用立坑) 中間バルブ1基、排水バルブ1基 1箇所

静水池 制水ゲート1基 1箇所

導水トンネル 標準馬蹄型2r=1.80 986.5m

排砂トンネル 標準馬蹄型2r=1.80 59.6m

管理事務所 鉄骨2階建 1棟

水管理施設 親局(管理事務所)、子局1箇所、孫局2箇所 1式

フローティングタイプ全可動堰

堰柱 W3.0m×B11.0m×H9.0m 5基

魚道 階段式、B=2.0m、L=57.5m、勾配1/12.5 1箇所

管理橋 単種活荷重合成桁5連、L=178.9m、W=3.5m 1橋

土砂吐ゲート フラップ付きローラーゲート(B20.0m×H3.15m) 1基

洪水吐ゲート 鋼製ローラーゲート(B35.0m×H2.35m) 3基

取水ゲート 鋼製スライドゲート(B2.85m×H2.0m) 川表・川裏 4基

取水樋管 鉄筋コンクリート函渠(B2.85m×H2.0m×2連) 48.0m

粗粒沈砂池 沈砂池ゲート5基、排砂ゲート1基 1箇所

排砂樋管 鉄筋コンクリート函渠(B2.25m×H1.8m) 147.6m

管理事務所 鉄筋コンクリート3階建 1棟

水管理施設 親局(管理事務所)、子局1箇所、孫局4箇所 1式

フローティングタイプ全可動堰 1式

堰柱 W3.0m×B16.0m×H14.7m 4基

魚道 階段式、B=2.0m、L=55.0m、勾配1/12.5 1式

管理橋 単種活荷重合成桁5連、L=195.0m、W=3.5m 1橋

土砂吐ゲート フラップ付きローラーゲート(B40.0m×H4.3m) 1門

洪水吐ゲート 鋼製ローラーゲート(B40.0m×H4.2m) 2門

取水ゲート 鋼製ローラーゲート(B3.0m×H2.0m) 川表・川裏 2門

取水樋管 鉄筋コンクリート函渠(B3.0m×H2.0m×2連) 40.0m

邑楽沈砂池 沈砂池ゲート8門、排砂ゲート1門 1箇所

排砂樋管 鉄筋コンクリート函渠(B1.30m×H1.80m) 135.1m

管理事務所 鉄筋コンクリート3階建 1棟

水管理施設 親局(管理事務所)、子局2箇所 1式

管水路・暗渠・開水路 φ1,200～1,650mm、B1.30～1.80m×H0.80～1.40m 5.7km

余水吐 余水吐ゲート2基、サイホン入口ゲート1基 1箇所

分水工(管水路) 制水弁(分水側) 2箇所

三俣分水工 分水ゲート1基、本線ゲート(自動水位調整ゲート)1基 1箇所 藪塚畑かん水路

阿左美分水工 分水ゲート1基、本線ゲート1基 1箇所 岡登放水路

調整堰ゲート 1箇所

転倒ゲート 1箇所

管水路 φ1,350mm 0.7km

計画貯水量 V=50,000ｍ3

流入工 池流入ゲート1基、バイパス管ゲート1基、排泥ゲート1基 1箇所

取水工
池取水ゲート1基、バイパス管取水ゲート1基、
止水ゲート1基、除塵機1基

1箇所

表面取水工 表面取水設備1基、取水ゲート4基 1箇所

土砂吐 土砂吐ゲート1基 1箇所

水位調整施設 転倒ゲート1基、取水ゲート1基、排水ゲート1基、排泥ゲート1基 1箇所

暗渠工・管水路 B1.00m×H1.50m、φ900 1.4km 鹿用水路・導水路

鹿分水工 分水ゲート(鹿用水)1基、導水ゲート(鹿の川沼)1基 1箇所 　〃

管水路 φ400～1,350mm 10.7km 1号・2号幹線水路

流量計(管水路) 1箇所 　〃

制水弁(管水路) 5箇所 　〃

通気孔(管水路) 1箇所 　〃

空気弁(管水路) 32箇所 　〃

水抜(ブローオフ)工(管水路) 4箇所 　〃

分水工(管水路) 制水弁(支線側)、空気弁(支線側) 21箇所 　〃

水位調整施設

施設名称・対象構造物
施設規模

備　考

太田頭首工

邑楽頭首工

大間々頭首工

鹿の川沼調整池

岡登放水路

岡登幹線水路

藪塚畑かん水路

(1/3)



（別紙１）

調査対象施設諸元一覧表

構造物の規模 数　量
施設名称・対象構造物

施設規模
備　考

開水路 B0.30m×H0.30m 0.7km

開水路・暗渠 B4.00m×H2.50m 3.1km

合流工 1箇所 広沢川

太田沈砂池
排砂ゲート6基、水位調整ゲート1基、除塵機1基、
非常用ゲート1基、サイホンブレーカ1基

1箇所

原田分水工 分水ゲート1基 1箇所

矢場分水工 矢場幹線ゲート、新田堀幹線ゲート 1箇所
矢場幹線水路
新田堀幹線水路

矢場放水工 放水ゲート1基 1箇所

水位調整施設 自動水位調整ゲート 1箇所

開水路・暗渠 B5.40m×H2.10～4.33m 0.3km

開水路 B2.50～4.00m×H1.5～2.50m 4.8km

大谷分水工 分水ゲート1基、本線ゲート1基 1箇所 大谷幹線水路

美女木分水工
長堀幹線ゲート1基、除塵機(長堀幹線側)1基、
長堀放水ゲート1基

1箇所
長堀幹線水路
長堀放水路

八瀬川放水工 自動水位調整ゲート(放水側) 1箇所

水位調整施設 自動水位調整ゲート 4箇所

開水路・管水路 B1.75～2.15m×H1.25m、φ1,200 3.1km

排泥工(管水路) 1箇所

通気孔(管水路) 3箇所

弥太郎堰放水工 自動水位調整ゲート2基(幹線側・放水側) 1箇所

上野井分水工 分水ゲート1基 1箇所

開水路・暗渠 B2.00m×H1.70m 0.1km

開水路・暗渠 B1.6～6.4m×H1.4～1.9m 7.7km

合流工 2箇所 休泊堀、鶴巻川

七ヶ村用水分水工 分水ゲート1基、本線ゲート1基 1箇所

ローラーゲート 9箇所

転倒ゲート 1箇所

自動水位調整ゲート 2箇所

開水路・暗渠 B1.80m×H1.00m 0.8km

水位調整施設 自動水位調整ゲート 1箇所

管水路・開水路・暗渠 B2.50～4.00m×H1.45～2.05m、φ2,000mm 8.7km

空気弁(管水路) 2箇所

休泊放水工(管水路) 空気弁1基(幹線側)、制水弁1基(放水側) 1箇所

矢場減勢工 減勢工ゲート1基、通気孔1基 1箇所

小瀬墓分水工 分水ゲート1基、本線ゲート1基 1箇所 三栗谷導水路

矢場川余水吐 放水ゲート1基、本線ゲート1基 1箇所 矢場川放水路

不動堀分水工 分水ゲート1基、本線ゲート(自動水位調整ゲート)1基 1箇所

自動水位調整ゲート 3箇所

ローラーゲート 1箇所

開水路・暗渠 B1.40～1.80m×H0.90m 0.6km

開水路・暗渠・管水路 B2.10～2.50m×H1.40m、φ1,350～1,500mm 3.4km

三栗谷分水工
本線ゲート1基、呑口除塵機1基、
余水吐ゲート1基、放水ゲート1基

1箇所
三栗谷余水吐
三栗谷放水路

通気孔(管水路) 2箇所

空気弁(管水路) 4箇所

排泥工(管水路) 1箇所

三栗谷減勢工 本線ゲート1基 1箇所

開水路・暗渠 B1.00～2.50m×H0.90～1.88m 2.2km

太田幹線水路

新田堀幹線水路

矢田堀放水路

大谷幹線水路

三栗谷導水路

長堀放水路

長堀幹線水路

水位調整施設

水位調整施設

三栗谷放水路

矢場川放水路

矢場幹線水路

藪塚畑かん放水路

太田放水路

(2/3)



（別紙１）

調査対象施設諸元一覧表

構造物の規模 数　量
施設名称・対象構造物

施設規模
備　考

開水路・暗渠 B1.65～3.40m×H1.05～1.90m、φ1,350～1,800mm 4.3km

三ッ又堰分水工 分水ゲート1基、本線ゲート1基 1箇所

仲伊谷田放水工 放水ゲート1基、本線ゲート1基 1箇所

楠木分水工 分水ゲート1基、本線ゲート1基 1箇所

水位調整施設 自動水位調整ゲート 3箇所

邑楽東部幹線水路

(3/3)



 

業務の情報共有システム活用要領（案） 

 

１ 総則 

１－１ 目的 

情報共有システム※１の活用は、国営土地改良事業等の業務における「受発注者間のコミュニケ

ーションの円滑化」、「受発注者の事務負担の軽減」等を図り、業務の適正な履行を確保すること

を目的とする。 

 

１－２ 情報共有システムの要件 

情報共有システムは、別表１の機能を要件とするものである。 

 

１－３ 情報共有システムの利用上の留意点 

（１）情報共有システムの契約 

ア 受注者は、本業務で使用する情報共有システムを選定し、監督職員と協議し承諾を得なけ

ればならない。 

イ 情報共有システムのサービス提供者※２との契約は、受注者が行うものとし、契約締結後は、

契約を証する写しを監督職員に提出するものとする。 

（２）関係者への利用権限の付与、利用の習慣化 

利用者※３は、２－２による登録を経て、アカウント（ID、パスワード）を得た時点から利用

権限を付与されたものとする。アカウントを得た利用者は、情報共有システムの利用に努める

ものとする。 

（３）アカウントの管理の徹底 

アカウントが第三者に渡ると、業務関係書類の漏洩や、改ざん等の恐れがあるため、利用者

は、アカウントの管理を厳格に行うものとする。なお、パスワードは、利用者ごとに設定するも

のとする。 

 

１－４ 受注者と情報共有システムのサービス提供者との契約内容 

受注者と情報共有システムのサービス提供者との契約については、次の内容を含めた契約を行

うものとする。 

（１）サービス提供者は、情報共有システムに関する障害を適正に処理、解決できる体制及びヘル

プデスク等を通じて問合せ及び要望に応える体制を整えること。 

（２）サービス提供者は、善良なる管理者の注意をもってしても防御し得ない不正アクセス等によ

り、情報漏洩、データ破壊、システム停止などがあった場合、速やかに受注者に連絡を行い、適

正な処理を行うこと。 

 

※１ 情報通信技術を活用し、受発注者間で情報を交換・共有することによって業務効率化を実現するシステム

をいう。 

※２ インターネットを介して情報共有システムのサービスを提供している民間事業者等をいう。 

※３ 情報共有システムを使用して業務書類の「協議」、「承諾」等の処理を行う受発注者及び保存された電子デ

ータの閲覧を行う受発注者をいう。 
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（３）（２）の場合において、サービス提供者に重大な管理瑕疵があると発注者若しくは受注者が判

断した場合、又は復旧若しくは処理対応が不適切な場合には、受注者は、サービス提供者と協

議の上、情報共有システムの利用契約を解除することができること。 

（４）サービス提供者が定める約款等より、本実施要領が優先すること。 

 

１－５ 費用 

情報共有システムの利用に係る費用（登録料及び使用料）は、土地改良工事積算基準（調査・測

量・設計）に準拠し、直接経費に積上げ計上するものとする。 

 

２ 準備 

２－１ 情報共有システム利用環境 

情報共有システムの利用環境及びセキュリティ要件は、別表２及び別表３によるものとする。

また、受注者は、以下の確認等を行うものとする。 

（１）通信回線の確認 

受注者は、担当部署等における ADSL や光ファイバ、高速モバイル回線等の通信速度及び実効

速度等について確認し、利用できる体制を整えるものとする。なお、環境を整えることが不可

能な場合は、監督職員と協議するものとする。 

（２）対応パソコン・OS 等の確認 

受注者は、使用する端末（パソコンの OS や CPU、ハードディスク容量、メモリ容量、ディス

プレイ解像度等）について確認し、利用できる体制を整え、担当部署等で使用する端末の型式・

型番を監督職員に報告するものとする。 

（３）対応ウェブブラウザの確認 

受注者は、使用するウェブブラウザについて確認し、利用できる体制を整えるものとする。 

（４）セキュリティの確認 

受注者は、情報共有システムに係るデータの保管やサイバー攻撃、不正アクセス等に対する

セキュリティ対策及び要件について、サービス提供者に確認し、監督職員に報告するものとす

る。 

 

２－２ 利用者の決定 

受発注者は、契約した情報共有システムの操作手順に従い、利用者の役職・氏名・メールアドレ

ス等の情報を登録するものとする。 

 

３ 情報共有システムの利用 

３－１ 情報共有システムで扱う業務関係書類 

情報共有システムで扱うものは、別表４業務関係書類一覧表に掲げる書類とする。 

 

３－２ 個人情報等の扱い 

個人情報等が含まれる機密性の高い資料等は、情報共有システム内で取り扱ってはならない。 

 

３－３ 情報共有システムで扱う業務関係書類の処理 

情報共有システムで扱う業務関係書類については、掲示板機能、発議書作成機能及びワークフ

ロー機能により処理するものとする。なお、情報共有システムで扱う業務関係書類については、



設計業務共通仕様書で定義する「書面」として認めるものとする。 

 

３－４ 情報共有システムで扱う業務書類の整理 

受注者は、情報共有システムで扱う業務関係書類について、受発注者が閲覧・検索を容易にで

きるよう種別毎にフォルダ分けを行い整理するものとする。 

 

３－５ 担当部署等での使用 

（１）受注者は、２－１（２）により監督職員に報告した端末に、セキュリティ対策を施すものとす

る。 

（２）受注者は、担当部署等で端末を使用する際には、保管方法や事務所等の施錠方法を定め、盗難

対策を徹底させるとともに、休日、夜間は持出可能な場所に端末を保管したままにしないもの

とする。また、端末を移動させる場合は、利用者の手元から離さないようにしなければならな

い。 

 

３－６ データバックアップ体制 

受注者は、サービス提供者が行うデータバックアップとは別に、情報共有システムで取扱うデ

ータのバックアップを行わなければならない。なお、バックアップ体制として、バックアップ担

当者氏名、頻度、媒体、媒体保管場所を監督職員に報告するものとする。 

 

３－７ 業務完成後のデータの取扱い 

受注者は、契約終了後、情報共有システム上の全てのデータを消去すること。なお、受注者は、

サービス提供者との契約が終了するまでに、情報共有システム上の全てのデータが消去される時

期についてサービス提供者に確認し、監督職員に報告するものとする。 

 

４ 検査における対応及び業務関係書類の取扱い 

電子納品データを活用した電子検査を行う場合は、以下のとおりとする。なお、電子検査を利

用する場合に必要な機能を示すものであり、この機能の実装は必須ではない。 

（１）業務関係書類の検査（完成検査）においては、情報共有システムで処理した業務関係書類は紙

に出力せずに、電子データを利用した電子検査とする。 

（２）業務関係書類の電子データが大容量の場合で通信環境においては円滑な表示に支障がある時

は、情報共有システムから出力した電子データを利用した、オフラインでの電子検査とする。

通信環境が良好で電子検査時に素早い表示が可能であれば、オンラインでの電子検査も可能で

ある。 

（３）パソコンやプロジェクター等を用い電子データで行うものとする。なお、電子検査を行う際

に必要となるパソコンやプロジェクター等の機材については、受注者が準備するものとする。 

（４）受注者は、電子検査の実施に当たり、業務関係書類のフォルダ構成をツリー構造で表示させ

るとともに、ウィンドウの切り替え等で複数の資料の閲覧を可能とし、電子検査を円滑に実施

するよう努めることとする。 

（５）情報共有システムで扱わない業務関係書類の検査は、従来どおり行うものとする。 

 

５ 電子成果品の作成 

受注者は、情報共有システムで扱った書類については、情報共有システムの「業務関係書類出



力機能」を利用し、「設計業務等の電子納品要領（案）」（平成 31 年３月農林水産省農村振興局整

備部設計課施工企画調整室）に定める仕様（フォルダ構成、ファイル命名など）に従い電子成果品

を作成する。 

 

  



別表１ 

業務の情報共有システム活用要領の機能と要件 

 機  能 要  件 

１ 業務基本情報 

管理機能 

○満たすべき要件 

(１)システムへの直接入力で業務基本情報を登録できる。 

(２)登録した業務基本情報を修正、削除、参照できる。 

○満たすことが望ましい要件 

(３)登録した業務基本情報を発議書類作成機能等で利用できる。 

(４)農業農村整備事業測量調査設計業務実績情報サービス（AGRIS）ファイルの登

録内容を取り込み、業務基本情報として利用できる。 

２ 掲示板機能 ○満たすべき要件 

(１)受発注者間で交換・共有する情報（以下、「記事等」という。）を登録・削除・

閲覧できる。 

(２)記事等には、タイトル、登録者名、登録日時等を管理できる。 

(３)記事等に対して、返信コメントを登録できる。 

(４)記事等には、書類、図面、写真等の電子ファイルを添付できる。 

○満たすことが望ましい要件 

(５)記事等の登録時に、設定したメンバーに登録情報を電子メール等で通知でき

る。 

(６)記事等には、閲覧可能な利用者の範囲を設定できる。 

(７)同一システムを利用する監督職員が、担当する複数または全ての業務で登録さ

れた記事等をツリー構造等で一覧表示できる。 

(８)同一システムを利用する監督職員が、担当する複数または全ての業務で記事等

を一括して登録、修正、削除できる。 

(９)同一システムを利用する利用者のグループ設定が任意にできる。グループのメ

ンバーが関係する業務に登録された掲示板の記事・コメントを一元的に表示でき

る。 

(10)ログイン時に、担当する業務に関する未読の記事等のタイトル一覧を表示でき

る。 

(11)記事等のタイトル、登録者名、登録日時から、記事等を検索できる。 

３ 発議書類作成 

機能 

○満たすべき要件 

(１)業務関係書類（別表４の様式６号）を作成、修正、削除できる。 

(２)作成時に必須項目に未記入があった場合は、エラーメッセージを表示できる。 

(３)業務基本情報が、業務関係書類の入力フォームに反映できる。 

(４)以前作成した業務関係書類の記載内容を利用して、新たに別の業務関係書類の

作成ができる。 

(５)作成中の発議書類は、一時保存することができる。 

(６)一時保存した発議書類を修正・削除できる。 

(７)発議書類には、書類、図面、写真等の電子ファイルを添付できる。 

○満たすことが望ましい要件 

(８)情報共有システム、及び外部システムで作成した帳票を発議単位で取りまとめ



ることができる。 

(９)業務関係書類及びその他の添付書類（図面などの参考資料、以下同様）を発議

単位で登録できる。 

(10)取りまとめた発議書類のデータの表示順序（発議書類を構成するファイルの順

序、ページ順序など）を維持できる。 

４ ワークフロー 

機能 

○満たすべき要件 

(１)システム内で電子により決裁処理ができる。 

(２)回答予定日を設定できる。 

(３)中間処理・回答日、最終処理・回答日を設定できる。 

(４)発議書類の承認履歴、現在の承認状況等を一覧表示により確認できる。 

○満たすことが望ましい要件 

(５)同一システムを利用する監督職員が、担当する複数または全ての業務の発議書

類の承認履歴及び現在の承認状況等を一覧表示できる。 

(６)一覧には、業務名、タイトル、承認・閲覧状況、回答希望日、受付日、回答予

定日、回答日等を表示できる。 

(７)一覧表示した情報を絞り込み表示、並べ替えできる。 

(８)受発注者は、情報共有システムに事前打合せ資料を登録できる。 

(９)事前打合せ資料を登録した段階で、メールまたは掲示板等により登録状況を通

知することができる。 

(10)受発注者は、登録された事前打合せ資料に対する説明などをコメントすること

ができ、発注者及び受注者がコメントを確認できる。 

(11)受発注者が回答を登録した段階で、電子メール等を活用して回答状況を知らせ

ることができる。 

(12)事前打合せ資料、コメント等は打合せ事案毎に整理して事前打合せ用共有フォ

ルダに格納できる。 

(13)事前打合せ段階と決裁段階でカテゴリを分けて登録・回答状況を一覧表示でき

る。また、事前打合せ資料やコメント等を閲覧できる。 

(14)承認者※１及び閲覧者※２（以下、「承認者等」という。）の選択及びワークフロ

ーの順番が設定できる。 

(15)発議者※３は発議書類に対する説明等のコメントを付与することができ、承認

者等がコメントを確認することができる。 

(16)発議者は、承認者等に対し電子メールで発議を通知することができる。 

(17)発議者は、電子メール等で発議を通知する時、メール等に「重要」、「通常」等

の選択ができ、そのメール受信可否の設定が利用者ごとにできる。 

(18)承認者は、発議文書に対し承認、差し戻し※４を行うことができる。 

(19)差し戻しは、発議書類の発議者または前の承認者に対して行うことができる。 

(20)承認者は、処理・回答内容欄を含む業務関係書類について、処理・回答内容を

入力できる。 

(21)承認者は、発議書類に対する所見等をコメントとして登録でき、発議者及び他

の承認者等が確認できる。 

(22)承認者は、発議者に対し電子メールで承認、差し戻しを通知することができる。 

(23)承認者不在時に予め定められた代理者により代理承認を行うことができる（代



理承認機能）。 

(24)承認者不在時に、上位承認者が先に承認を行い、不在承認者が後で承認できる

（後閲機能）。 

(25)決裁中の業務関係書類が差し戻し等により修正等となった場合には、修正日や

修正内容等が履歴として表示できる。 

(26)単純な書類の入力ミス等に対応できるように、決裁が完了した業務関係書類に

ついては、発議日や最終処置・回答日を修正することができる。訂正を行った場

合には、訂正者の ID または氏名、訂正日時（年月日、時間）、訂正された書類の

ファイル名または件名、訂正対象（発議日、受付日、決裁完了日の別）を履歴と

して保存し、表示できる。 

(27)発議書類の承認履歴を電子データ等で出力できる。 

５ 書類管理機能 ○満たすべき要件 

(１)業務関係書類をフォルダ分けして、体系的に管理できる。（フォルダ分けは、

別表４に基づきに分類する。） 

(２)業務書類は、フォルダを指定して登録できる。 

(３)フォルダは適宜追加、修正、削除することができる。 

(４)業務関係書類は、分類、日付等により検索、並べ替えし、一覧表示できる。 

(５)業務関係書類を閲覧できる。 

(６)ファイルを指定してファイル出力できる。 

(７)業務関係書類を一覧表として Excel、CSV 等の形式でファイル取得でき、資料

として活用できる。 

(８)貸与資料や案段階の報告書原稿等の大容量ファイルを登録するための十分な

保存領域を確保するものとする。 

○満たすことが望ましい要件 

(９)業務関係書類の承認の記録（承認者名等）を表示できる。 

６ 業務関係書類 

出力機能 

○満たすべき要件 

(１)登録した業務関係書類は、外部媒体にフォルダ構成、ファイル名を保持したま

ま、一部または全部をファイル出力できる。 

７ スケジュール 

管理機能 

○満たすべき要件 

(１)個人の予定を登録、修正、削除、参照できる。 

○満たすことが望ましい要件 

(２)同一システムを利用する監督職員が、担当する複数または全ての業務につい

て、それらの業務を担当する複数または全利用者の予定を１画面に統合して参照

できる。 

(３)同一システムを利用する監督職員が、担当する複数の業務で予定を一括して登

録、修正、削除できる。 

(４)受注者は、監督職員の予定のうち、当該業務に関係する予定と、当該業務以外

の予定の有無を参照できる。 

(５)発注者が登録するスケジュールの予定は、公開を前提としているが選択によっ

て非公開にできる。 

(６)スケジュール連携機能として、 国際標準フォーマットで作成されグループウ



ェアから出力したスケジュールデータを情報共有システムに取り込み、個人のス

ケジュールに登録することができる。 

８ システム管理 

機能 

○満たすべき要件 

(１)利用者ごとに ID、パスワード、メールアドレス、使用できる機能及び権限等を

登録、変更、削除することができる。 

(２)複数の業務を担当する監督職員は、同一の ID、パスワードによりログインし、

複数の業務の情報にアクセスすることができる。 

(３)利用者ごとに使用できる機能及び権限を、権限者が設定できる。 

(４)発注機関の名称、組織名、職位名、国民の祝日などの暦情報、通知メールの雛

形文章など、共通して利用する各種マスタ情報を登録、変更、削除できる。 

○満たすことが望ましい要件 

（５）主体認証の定期変更機能、推測されにくいパスワード設定についての機能の

実装。 

 

※１ 発議された業務関係書類について承認をする者をいう。 

※２ 発議された業務関係書類について閲覧をする者をいう。 

※３ 業務関係書類をワークフロー機能に登録した者をいう。 

※４ 発議された業務関係書類が承認できない場合に、書類を発議者または前の承認者にその理由とともに返

却することをいう。 

 

 

別表２  

情報共有システム利用環境推奨 

項 目 条 件 

通信回線 ADSL（1.5Mbps）以上 

ブラウザ Internet Explorer8 以上、Firefox7.0 以上、Google Chrome28、Safari5 

ＯＳ 上記ブラウザが表示可能なもの 

ディスプレイ 1024×768 以上が表示可能なもの 

スマート端末 Android4.0 以上、iOS7.0 以上 

 

  



別表３ 

情報共有システムセキュリティ要件 

項 目 条 件 

１．アプリケーショ

ン、共通の対策 

(１)アプリケーション、プラットフォーム、サーバ・ストレージ、情報セキ

ュリティ対策機器、通信機器、ネットワーク稼働状況、障害を監視し、異

常を検知できること。 

(２)定期的に脆弱性診断を実施し、また、脆弱性に関する情報を定期的に収

集し、パッチによる更新を実施できること。 

２．暗号化 (１)ID 及びパスワードを通知する際、暗号化が実施されること。暗号化が

できない場合、ID 発行時に暗号化が行われない旨を利用者に通知される

こと。 

(２)暗号化のアルゴリズムは、「電子政府における調達のために参照すべき

暗号のリスト（CRYPTREC 暗号リスト）」（総務省、経済産業省 平成 25 年

3 月 1 日）に記載されたいずれかのものであること。 

(３)情報共有システムと利用者との通信は、SSL3.0/TLS1.0 以上で暗号化さ

れること。 

３．アクセス制御 業務書類等システム内のデータが不当に消去、改ざんされないように、ア

クセス制御が実施されること。 

４．ネットワーク (１)ファイアウォール、リバースプロキシの導入等により外部及び内部か

らの不正アクセスを防止することができること。 

(２)フィッシング等を防止するため、サーバ証明書の取得等の必要な対策

を実施できること。 

５．物理的セキュリ

ティ 

サーバ・ストレージ、情報セキュリティ対策機器等は、重要な物理的セキ

ュリティ境界（カード制御による出入口、有人の受付等）に対して個人認証

システムをも用いた入退室管理が実施される部屋に設置されること。 

６．クラウドサービ 

スに係るアクセ

スログ等の証跡

の保存及び提供 

(１)情報セキュリティ監視（稼働監視、障害監視、パフォーマンス監視等）

の実施基準・手順等を定め、監視記録を保存すること。 

(２)ASP・SaaS サービスの提供に用いるアプリケーション、プラットフォー

ム、サーバ、ストレージ、ネットワークの運用・管理に関する手順書を作

成すること。 

７．インターネット 

回線とクラウド

基盤の接続点の

通信の監視 

外部ネットワークを利用した情報交換において、インターネット回線と

クラウド基盤の接続点の通信を監視し、情報を盗聴、改ざん、誤った経路で

の通信、破壊等から保護するため、通信の暗号化を行うこと。 

８．クラウドサービ 

スの委託先によ

る情報の管理・保

管の実施内容の

確認 

(１)サービスデータ、アプリケーションやサーバ・ストレージ等の管理情報

及びシステム構成情報の定期的なバックアップを実施すること。 

(２)バックアップ方法（フルバックアップ、差分バックアップ等）、バック

アップ対象（利用者のサービスデータ、アプリケーションやサーバ・スト

レージ等の管理情報及びシステム構成情報等）、バックアップの世代管理

方法、バックアップの実施インターバル、バックアップのリストア方法等

に関する手順書を作成すること。 

９．クラウドサービ 

ス上の脆弱性対策

の実施内容の確認 

弱性対策の実施内容を確認できること。 



10．クラウドサービ 

ス上の情報に係

る復旧時点目標

（RPO）等の指標

を設定 

クラウドサービスの稼働性能を明確化することは、利用者の安心した利

用を促進する。そのため、復旧時点目標（RPO）等の指標を、契約書等を通

じて利用者に示すこと。 

11．クラウドサービ 

ス上で取り扱う

情報の安全性確

保 

データベースの安全性を確保するために ID、パスワード等でアクセスを

制御できること。また、ID、パスワードは厳密に管理すること。 

12．利用者の意思に

よるクラウドサ

ービス上で取り

扱う情報の確実

な削除・廃棄 

(１)契約書に記載された期日に達した際、自動あるいは、手動によりデータ

を削除すること。 

(２)削除したデータは再現できないことを、契約書等を通じて利用者に示

すこと。 

13．利用者が求める

情報開示請求に

対する開示項目

や範囲の明記 

(１)利用者が請求する情報開示請求事項や範囲について、情報を提供する

こと。 

(２)ただし、指定された範囲が情報セキュリティの確保の観点で公開でき

ない場合、その理由を示すことで開示範囲を制限することができる。 

14．利用するクラウ

ドサーバの安全

性対策 

(１)クラウドサービスは、情報セキュリティ監査の観点から各種の認定・認

証制度の適用状況等サービス及び当該サービスの信頼性が十分であるこ

とが必要である。よって、総合的・客観的に評価できるクラウドサーバに

てサービスを提供していること。 

(２)クラウドサーバは、安全なデータセンター（IDC）で稼働している必要

がある。そこで、データセンター（IDC）の客観的な安全性評価として、

JDCC(特定非営利活動法人日本データセンター協会)が制定した、日本国

内のデータセンターに求められる信頼性を実現するための指標であるフ

ァシリティスタンダードでティア 3 相当以上の環境下で稼働しているこ

とを必須とし、契約書等を通じて利用者に示すこと。 

15．サービス運営・

提供会社の情報

セキュリティ 

(１)蓄積するデータおよび情報は、機密性、可用性、安全性を確保しなけれ

ばならない。 

(２)サービス運営・提供会社は、確実かつ不断に情報セキュリティ確保して

いることを JISQ27001 の資格取得をもって客観的に評価されていること

を示すこと。 

(３)JISQ27001 の資格取得状況は、契約書等を通じて利用者に示すこと。 

16．その他 (１)サーバ・ストレージ、情報セキュリティ対策機器等は、地震、火災、雷、

停電に対する対策が施された国内の建物に設置すること。またデータの

バックアップを行い、地震等発生のよるデータの破壊等に対応できる体

制をとること。 

(２)運用管理端末について、使用するファイルのウィルスチェックを行う、

許可されていないプログラムのインストールを行わせない等セキュリテ

ィを考慮する。また、技術的脆弱性に関する情報を定期的に収集し、パッ

チによる更新を実施できること。 

(３)上記を踏まえて、導入する組織が求めるセキュリティ要件を満足でき

ること。 

(４)サービスの提供は、日本国の法令が適用されること。 



業務関係書類一覧表（情報共有システム用）

提示

発注者  受注者 監督職員 契約担当 受注者保管 紙
電子
納品

扱う図書
扱わない
図書

契
約
書

1 業務請負契約書 ― － ○ － － － － ※ － － ○

2 設計業務共通仕様書 ― － ○ － － － － － － － ○

3 特別仕様書 ― － ○ － － － － ※ ○ － ○

4 作業項目内訳表 ― － ○ － － － － ※ ○ － ○

5 図面 ― － ○ － － － － ※ ○ － ○

6 現場説明書 ― － ○ － － － － ※ － － ○

7
（現場説明に対する）
質問回答書

― － ○ － － － － ※ － － ○

8 業務工程表 業務請負契約書第3条第1項
書式第1号

書式第1-2号
－ ○ － ○ － ※ － 1 ○

9 下請負等承認申請書 業務請負契約書第7条第3項 書式第2号 － ○ － ○ － ※ － 1 ○

10 管理技術者通知書 業務請負契約書第10条第1項 書式第3号 － ○ － ○ － ※ － 1 ○

11 照査技術者通知書 業務請負契約書第11条第1項 書式第3-2号 － ○ － ○ － ※ － 1 ○

12
管理技術者・照査技術者
経歴書

業務請負契約書第10条第1項及び
第11条第1項

書式第3-3号 － ○ － ○ － ※ － 1 ○

13 委任権限除外通知書 業務請負契約書第10条第3項 書式第4号 － ○ － ○ － ※ － 1 ○

14 業務の一時中止通知 業務請負契約書第20条第2項 － － ○ － ○ － ※ － 1 ○

15 請求書（前払金） 業務請負契約書第35条第1項 書式第9号 － ○ － ○ － ※ － 1 ○

16 業務計画書 共通仕様書第1-11条 － － ○ ● － － － ○ 1 ○ 重要変更の都度提出する。

17
ＡＧＲＩS登録結果通知及び
業務カルテ

共通仕様書第1-12条 － － ○ ● － － － ○ 1 ○
受注・変更・完成・訂正時に提出
する。

18 担当技術者届 共通仕様書第1-8条 様式1号 － ○ ● － － ○ 1 ○

19 担当技術者経歴書 共通仕様書第1-8条 様式2号 － ○ ● － － ○ 1 ○

20 資料等の貸与及び返却 共通仕様書1-13条、特別仕様書 － ○ － － － － ○ ○ 1 ○ ○

発注者からの提供資料または、
業務に関連した過年度成果品等
の電子ファイル（ただし、紙媒体
等は扱わない）

21
貸与品等の受領書又は借
用書（返還書）

業務請負契約書第16条第２項 － － ○ ○ － － － ○ 1 ○

22 履行期間変更願 業務請負契約書第23条 書式第5号 － ○ － ○ － ※ － 1 ○
工期の変更を請求する場合に提
出する。

23 打合簿(協議） 共通仕様書第1-10条 ○ ○ ○ － － － ○ 1 ○

24 打合簿(承諾） 共通仕様書第1-10条 ○ ○ ○ － － － ○ 1 ○

25 打合簿(指示） 共通仕様書第1-10条 ○ － － － － － ○ 1 ○

26 打合簿(提出） 共通仕様書第1-10条 － ○ ○ － － － △ 1 ○
一部電子納品対象外あり（紙媒
体提出のみ）

27 打合簿(報告） 共通仕様書第1-10条 － ○ ○ － － － ○ 1 ○

28 打合簿(通知） 共通仕様書第1-10条 ○ － － － － － ○ 1 ○

29
関係機関との手続き書類
（許可等の写し）

共通仕様書第1-14条 － － ○ ● － － ○ 1 ○

30
関係機関との交渉記録
（交渉内容報告）

共通仕様書第1-14条 － － ○ ● － － ○ 1 ○

31
設計業務審査チェックリス
ト

特別仕様書
設計業務管理の
手引書の各工種
毎のチェックリスト

－ ○ ● － － ○ 1 ○

設計業務管理の手引書（農水省
HP掲載）の設計審査のための
チェックリストを使用して提出す
る。

32 担当技術者変更届 共通仕様書第1-8条 様式3号 － ○ ● － － ○ 1 ○

33 担当技術者経歴書 共通仕様書第1-8条 様式2号 － ○ ● － － ○ 1 ○

34 業務履行報告書
業務請負契約書第15条
共通仕様書第1-33条

様式4号 － ○ ● － － － ○ 1 ○ 契約締結後毎月末に提出する。

35 業務打合せ記録簿 共通仕様書第1-10条 様式5号 － ○ ● － － － ○ 1 ○

36 完了通知書 業務請負契約書第32条第1項 書式第6号 － ○ － ○ － ※ － 1 ○

37 引渡書 業務請負契約書第32条第3項 書式第7号 － ○ － ○ － ※ － 1 ○

38 請求書（完了払金） 業務請負契約書第33条第1項 書式第8号 － ○ － ○ － ※ － 1 ○

39 成果物
業務請負契約書第32条第3項
共通仕様書第1-17

－ － ○ ● － － ○ ○ 1 ○ ○
電子納品データを活用した電子
検査を行う場合は、扱う図書とす
る。

40 電子納品 共通仕様書第1-17 － － ○ ○ － － ○ 2 ○ ○

CD-R又はDVD-R
ただし、電子納品データを活用し
た電子検査を行う場合は、扱う図
書とする。

（注）提出欄に「●」表記のある書類は、打合簿を添付して提出。 21 22

※　電子契約案件は電子媒体をシステムへ登録し、紙媒体の提出は行わない。
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別紙　２

令和３年度　地域整備方向検討調査　渡良瀬川沿岸地域営農・施設整備構想検討業務

作　業　内　容 作業量

１．準備作業

１－１．資料の検討 　過年度に実施した調査結果等、貸与された資料を把握・整理し、作業計画を検討・樹立する。 一式

１－２．現地調査 　本業務の実施に当たり必要となる現地調査を行う。 一式

２．受益面積調査

２－１．受益図の作成
　発注者が貸与する「転用・編入等」資料を踏まえ、令和２年度の受益面積調査結果を精査し、最新の
受益図を作成する。

一式

３．営農計画調査
　令和２年度に作成した営農計画（案）を、最新の統計資料の数値に更新するとともに、県・市町の直近
の各種振興計画等との整合を図り、既に作成している関係者説明資料を修正する。

一式

４．施設整備計画（工事計画）の精査
　過年度（令和２年度）に作成した施設長寿命化計画（案）、施設整備計画(工事計画)（案）及び関係機
関への説明資料（案）について、土地改良区への聞き取り及び令和２年度に実施した施設機能診断結
果等を踏まえて精査し、最新の内容に更新する。

一式

５．概算整備費の精査
　過年度（令和２年度）に作成した概算整備費（案）について、４．で取りまとめた施設長寿命化計画
（案）及び施設整備計画(工事計画)（案）を踏まえて精査し、最新の内容に更新する。

一式

６．経済効果の算定
　令和２年度に概定している経済効果を基に、諸データの更新を行い、修正した営農計画（案）、施設整
備計画（案）との整合を図りつつ、補足・修正を行う。

一式

７．用水計画調査

７－１．用水諸元の精査
　現行の河川協議図書及び令和２年度の調査結果等をもとに、用水量の計算に必要な基礎諸元（かん
がい時期、作付品種、降雨データ）について精査する。

一式

７－２．土壌区分図の精査
　令和２年度に作成した受益地の土壌区分図について、最新（令和３年度）の受益面積調査結果等を
踏まえて精査する。

一式

７－３．用水系統図の精査
　令和２年度に作成した用水系統図について、最新（令和３年度）の受益面積調査結果及び土地改良
区への聞き取り等を踏まえて精査する。

一式

７－４．地区内水源の精査
　令和２年度に作成した反復利用可能量及び地区内利用可能量等について、最新（令和３年度）の受
益面積調査結果及び土地改良区への聞き取り等を踏まえて精査する。

一式

７－５．用水量の試算
　上記で精査した用水諸元等に基づき、過年度（平成２９年度）に作成した水収支計算プログラムの修
正（畑かん含む）を行い、用水量の試算を行う。

一式

８．施設の課題整理

８－１．水質に係る課題等の検討
　薮塚畑かん水路（鹿の川沼調整池を含む）において、関係機関による過年度の水質調査結果等を踏
まえ、水質に係る課題等について把握・整理し、水質改善の方策を検討する。

一式

　照査計画に基づき、業務の節目ごとに照査を実施し、照査報告書の作成を行う。 一式

１０．点検・取りまとめ 　上記各作業項目の成果物の点検、取りまとめ及び報告書の作成を行う。 一式

９．照査

［　作　業　項　目　内　訳　表　］　

作　業　項　目




